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研究要旨 

本研究では、作業負担をトレーニング量として再定義する On the Job Exercise（OJE）

の概念に基づき、作業姿勢および作業環境内の重量情報から身体負担を定量化し、それを

筋力トレーニングの運動量へ換算する手法を構築した。さらに、本手法を実環境に適用

し、作業中の身体負担を運動量として可視化するとともに、体力測定結果と統合したコン

ディショニング介入を実施した。その結果、トレーニング量換算およびそれに基づく身体

ケア介入を実運用環境において実施可能であることを確認した。 

 

 

A. はじめに 

陸上貨物運送業および荷役を伴う関連産

業において、腰痛を含む作業関連性運動器

障害の予防は、労働者の健康維持、労働寿命

の延伸、ならびに事業継続性の観点から重

要な課題である。特に、荷物の持ち上げ、運

搬、積み込み、狭隘空間での反復作業では、

腰部、下肢、上肢に対する身体負荷が継続的

に生じる。一方で、こうした身体負荷を単に

低減すべきリスクとして扱うだけでは、作

業者の身体機能維持や主体的な健康行動の

促進には十分につながらない可能性がある。 

本研究分担では、2024年度に、パッシブ

型アシストスーツ（PAS）の適正導入に向け

て、作業姿勢計測、作業負荷の可視化、体力

評価、ならびに作業負荷と身体能力の不均

衡に基づく介入判断手順の検討を行った。

その中で、PAS を一律に使用するのではな

く、作業負荷が作業者の身体的耐性を超え

る場面において選択的に活用し、体力の範

囲内の作業負荷は身体機能維持に活かすと

いう考え方を整理した。この考え方は、作業

中の身体負荷を「身体を鍛える機会」として

再定義する On the Job Exercise（OJE）の

基盤となるものである。 

2025 年度は、この OJE の考え方をさら

に発展させ、作業負荷をトレーニング量と

して定量化し、それに基づいて作業者の身
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体ケア介入を設計する実装研究を行った。

具体的には、作業員の作業動作をカメラで

計測し、姿勢推定 AIと隠れ補正技術により

作業姿勢を推定するとともに、作業環境内

の重量物を物体認識により検出し、重量マ

ップとして表現する手法を開発した。さら

に、作業姿勢と重量情報を統合して OWAS

（ Ovako Working Posture Analysis 

System）コードへ変換し、腰部、上肢、下

肢、体幹に対応するトレーニング量へ換算

する技術を構築した。 

また、本年度は、開発した技術を食肉加

工・卸売業を営む北一ミート株式会社（札幌

市）の配送車への積み込み作業に適用した。

対象作業員約 20 名に対してトレーナーに

よる体力測定を実施し、測定結果のフィー

ドバックとストレッチを中心とするコンデ

ィショニングメニューの提示を行った。さ

らに、体力測定結果に加え、作業負担から換

算したトレーニング量に基づき、身体ケア

の必要性と具体的なコンディショニング方

法を直接指導した。 

本研究の目的は、作業負荷をトレーニン

グ量として再定義する OJE の実装可能性

を検証するとともに、作業者の体力水準と

作業負担に応じた個別的なコンディショニ

ング介入の有効性を検討することである。

特に、作業負担の可視化とトレーニング量

換算が、腰痛症状の訴えやコンディショニ

ングメニューの定着率に与える影響を、対

照群と介入群の比較により検証する。これ

により、PAS を含む身体ケア介入を、単独

の補助具としてではなく、ストレッチ、筋力

トレーニング、歩行、作業負担管理と統合し

た積極的腰痛対策の一要素として位置づけ

ることを目指す。 

B. On the Job Exercise の概念 

作業関連性運動器障害、とりわけ腰痛に

対する従来の対策は、作業負荷の低減やリ

スク回避を中心とした受動的なアプローチ

が主流であった。しかし、作業負荷を一律に

低減することは、身体機能の低下や作業遂

行能力の低下を招く可能性があり、長期的

な健康維持や労働継続性の観点からは必ず

しも十分とはいえない。このような背景か

ら、作業負荷を単なるリスクとして捉える

のではなく、身体機能の維持・向上に資する

刺激として活用する視点が重要となる。 

OJEは、作業中に生じる身体負荷を「身

体を鍛える機会」として再定義し、作業その

ものをトレーニングとして位置づける新た

な枠組みである。既報（田中，2025）では、

作業負荷を筋骨格動力学モデルにより定量

化し、それをスクワットやデッドリフトな

どの筋力トレーニングの運動量に換算する

ことで、作業を運動量として可視化する手

法を提案した。このようなポジティブ・リフ

レーミングにより、作業者が自身の活動を

健康維持・増進の観点から主体的に捉える

ことを促し、内発的な動機づけに基づく行

動変容を支援することが期待される。 

OJEは、①作業負担推定、②運動量換算、

③動機づけフィードバックの 3 つの要素か

ら構成される。まず、作業負担推定では、作

業姿勢や作業内容を計測・認識し、筋骨格系

への負荷を定量化する。次に、運動量換算で

は、得られた負荷情報を筋力トレーニング

や歩行などの運動量へと変換する。さらに、

動機づけフィードバックでは、換算された

運動量を作業者に提示し、自身の作業が身

体機能に与える影響を直感的に理解できる

よう支援する。これにより、作業負荷を「回
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避すべき負担」から「活用すべき刺激」へと

再解釈することが可能となる。 

本研究では、この OJE の概念を基盤とし

て、作業負荷をトレーニング量として定量

化し、その結果に基づいて個別最適なコン

ディショニング介入を設計する枠組みへと

発展させる。特に、従来はアシストスーツに

よる補助を中心としていた介入設計を見直

し、ストレッチ、筋力トレーニング、歩行、

およびアシストスーツの使用を含む複合的

な身体ケア手段の中から、作業負荷と体力

水準に応じて適切な介入を選択するアプロ

ーチへと拡張する（図 2-1）。このように、

OJEは単なる作業負荷の可視化手法にとど

まらず、作業と健康管理を統合した積極的

腰痛対策の中核概念として位置づけられる。 

 

図 2-1. On the Job Exercise の概念図 

 

C. 研究方法 

C-1 作業負担推定およびトレーニング量換

算手法 

本研究では、作業中に生じる身体負荷を

定量的に評価し、それをトレーニング量と

して再解釈するための手法を構築した。本

手法は、作業姿勢の推定、作業環境における

重量情報の取得、およびこれらを統合した

作業負担の評価とトレーニング量への換算

から構成される。 

まず、作業姿勢の推定には、単一カメラに

よる映像を入力とし、姿勢推定 AIを用いて

作業者の関節位置を推定した。実環境では、

作業対象物や設備による遮蔽により関節情

報が欠損する場合が多いため、既報（田中，

2025）で提案した隠れ補正手法を用いて欠

損関節の補間を行い、安定した姿勢推定を

実現した。さらに、推定された関節情報に基

づき、作業者の姿勢を三次元的に再構成し、

筋骨格動力学モデルにより身体各部位への

負荷を推定した（図 3-1）。 

 

図 3-1. 3次元姿勢推定と負担解析のフロー 

 

次に、作業負荷の評価に必要な外力情報

として、作業環境内に存在する重量物の影

響を考慮した。具体的には、物体認識手法を

用いて作業対象物を検出し、その位置およ

び大きさに基づいて作業空間内に重量分布

を表現した。この重量分布を用いることで、

作業者の手先に作用する負荷を推定し、作

業姿勢と統合することで、より実態に即し

た作業負担の評価を可能とした（図 3-2）。 

 

図 3-2. 作業環境内の重量物マッピング 

 

さらに、推定された作業姿勢と負荷情報

を統合し、作業姿勢評価指標の一つである
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OWAS コードへと変換した。これにより、

腰部、上肢、下肢、体幹に対する負担の程度

を体系的に分類するとともに、各部位に対

応する運動種別へと対応付けることが可能

となる。 

最後に、各部位の負担をトレーニング量

へ換算するために、一定時間あたりの動作

回数および負荷レベルを基に、筋力トレー

ニングの反復回数として表現した。具体的

には、腰部負担をデッドリフト、下肢負担を

スクワット、上肢負担をアームカール、体幹

負担をシットアップなどに対応付け、作業

中の負担を直感的に理解可能な運動量とし

て可視化した（図 3-3）。 

 

図 3-3. OWAS コードに基づく 

トレーニング量換算 

 

本手法により、従来は定性的に捉えられ

ていた作業負担を、具体的な運動量として

定量的に提示することが可能となる。これ

により、作業者は自身の作業を身体活動と

して理解しやすくなり、作業負担の再認識

およびコンディショニングへの動機づけに

つながることが期待される。また、本手法

は、後述する介入設計において、作業負担と

体力水準の関係に基づく個別最適な身体ケ

ア手法の選択に活用される。 

 

C-2 作業負担推定およびトレーニング量換

算 

本研究では、作業負担のトレーニング量

換算結果を活用し、作業者の身体特性に応

じた個別最適なコンディショニング介入を

設計するために、体力測定を実施した。体力

測定は、作業者の身体機能を把握し、作業負

荷との関係を評価するための基礎情報とし

て位置づけられる。 

体力測定は、トレーナーの指導のもとで

実施し、筋力、柔軟性、バランス能力など、

腰痛リスクと関連の深い身体機能を評価対

象とした。これにより、作業者ごとの身体的

特性を把握するとともに、作業負担に対す

る耐性の違いを定量的に評価した。 

得られた体力測定結果は、各作業者に対

してフィードバックされ、自己の身体状態

に対する理解を促すとともに、適切な身体

ケアの必要性を認識させるために活用した。

フィードバックにおいては、単なる測定値

の提示にとどまらず、作業負担との関係を

踏まえた説明を行い、作業と身体機能の関

係性を直感的に理解できるよう配慮した。 

さらに、本研究では、作業負担のトレーニ

ング量換算結果と体力測定結果を統合し、

コンディショニングメニューの設計に活用

した。具体的には、腰部、下肢、上肢、体幹

といった身体部位ごとの負担特性に応じて、

ストレッチおよび筋力トレーニングを中心

としたメニューを構成した。これにより、作

業によって生じる身体負荷を補完し、身体

機能の維持・向上を図ることを目的とした。 

また、コンディショニング設計において

は、アシストスーツの活用についても検討

した。ただし、本研究ではアシストスーツを

主要な介入手段としてではなく、ストレッ

チや筋力トレーニングと並列する身体ケア

手段の一つとして位置づけた。すなわち、作

業負担が作業者の体力水準を超過する場合

に限り、身体負担を軽減する補助手段とし
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て選択的に活用する方針とした。 

このように、本研究におけるコンディシ

ョニング設計は、作業負担をトレーニング

量として再定義する OJE の概念に基づき、

体力測定結果と統合することで、個々の作

業者に適した身体ケア介入を提供すること

を目的としている。 

 

 

C-3 介入方法と評価指標 

本研究では、体力測定結果のフィードバ

ックに加え、構築したトレーニング量換算

手法により得られた作業負担情報を提示し、

これを基にコンディショニングの必要性お

よび具体的な実施方法について指導を行っ

た。すなわち、作業負担を筋力トレーニング

の運動量として可視化し、各作業者に対し

て「どの部位にどの程度の負荷がかかって

いるか」を明示することで、身体ケアの必要

性を具体的に理解させることを意図した。 

さらに、体力測定結果と作業負担のトレ

ーニング量換算結果を統合し、個々の作業

者に応じたコンディショニングメニューの

選択および実施方法について直接的な指導

を行った。これにより、単なる一律の運動指

導ではなく、作業特性と身体特性の双方を

考慮した個別最適な介入を実現した。 

以上のように、本研究では、作業負担のト

レーニング量換算という新たな情報提示を

介入要素として組み込み、その有無による

効果の差異を検証することにより、OJEに

基づくコンディショニング介入の有効性を

評価する設計とした。 

 

D. 考察 

本研究では、作業負担のトレーニング量

換算手法およびそれに基づくコンディショ

ニング介入の実装可能性を検証するため、

実環境における適用を行った。その結果、作

業負担の定量化およびトレーニング量への

換算、ならびに体力測定およびコンディシ

ョニング指導を含む一連の介入プロセスを、

実運用環境において実施可能であることを

確認した。 

まず、作業環境にカメラを設置し、作業員

の動作を連続的に計測することで、実作業

中の姿勢推定および作業負担の推定を実現

した。これにより、狭隘な作業空間や遮蔽物

を含む実環境においても、安定した作業姿

勢の推定および身体負担の評価が可能であ

ることを確認した。 

次に、取得した作業データに基づき、作業

負担をトレーニング量として換算する処理

を適用した。その結果、2日間にわたる作業

データに対して、腰部、上肢、下肢、体幹に

対応するトレーニング量（スクワット、デッ

ドリフト、アームカール、シットアップ等の

回数）を算出することが可能であった。これ

により、実作業中の身体負担を具体的な運

動量として可視化できることが確認された

（図 4-1）。 

 

図 4-1. トレーニング量換算結果の例 

 

さらに、対象作業員に対して、トレーナー

による体力測定を複数回実施し、測定結果
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のフィードバックとストレッチを中心とし

たコンディショニングメニューの提示を行

った。これにより、作業者が自身の身体状態

を把握し、身体ケアの必要性を認識する機

会を提供した。さらに、作業負担のトレーニ

ング量換算結果を提示し、これに基づいた

コンディショニングの必要性について直接

的な指導を実施した。これにより、作業負担

と身体ケアとの関係を具体的に理解させる

介入が実施可能であることを確認した。 

以上の結果より、本研究で提案した OJE

に基づく作業負担のトレーニング量換算手

法およびそれを活用したコンディショニン

グ介入は、実環境において一連のプロセス

として実装可能であることが示された。ま

た、作業負担を運動量として提示すること

により、作業者に対する身体ケアの動機づ

けに寄与する可能性が示唆された。 

なお、腰痛症状の変化やコンディショニ

ングメニューの定着率については、現在デ

ータを収集・解析中であり、詳細な効果検証

については今後の課題とする。 

 

E. 結論 

本研究では、作業負担をトレーニング量

として再定義する  On the Job Exercise

（OJE）の概念に基づき、作業姿勢および

作業環境情報から身体負担を定量化し、そ

れを筋力トレーニングの運動量として換算

する手法を構築した。さらに、本手法を実環

境に適用し、作業中の身体負担を具体的な

運動量として可視化するとともに、体力測

定結果と組み合わせたコンディショニング

介入の実装を行った。 

その結果、作業負担のトレーニング量換

算およびそれに基づくコンディショニング

指導を、実運用環境において一連のプロセ

スとして実施可能であることを確認した。

また、作業負担を運動量として提示するこ

とにより、作業者が自身の作業を身体活動

として認識し、身体ケアの必要性を理解す

るための基盤が構築された。これにより、従

来の負担低減中心の対策に加え、作業を身

体機能の維持・向上に活かす積極的腰痛対

策の実現可能性が示された。 

今後の課題として、体力測定結果および

トレーニング量換算結果を統合し、個々の

作業者に対して適切なコンディショニング

メニューを自動的に提示するアプリケーシ

ョンの開発を予定している。これにより、作

業負担と身体特性に応じた個別最適な身体

ケアを日常的に支援し、作業者の自律的な

健康管理を促進することが期待される。さ

らに、継続的なデータ収集と解析を通じて、

腰痛症状の変化およびコンディショニング

の定着率に対する介入効果を検証し、OJE

に基づく介入手法の有効性を明らかにして

いく必要がある。 

以上より、本研究は、作業負担の定量化と

トレーニング量換算を基盤とした新たな産

業保健アプローチを提示するとともに、実

環境における実装可能性を示したものであ

り、今後の積極的腰痛対策の展開に向けた

基盤的知見を提供するものである。 
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１．発表論文 

 該当なし 
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1) 田中孝之, 野田紫音, 日下聖, 草場信

之. 姿勢推定 AI と隠れ補正技術によ
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る狭小空間での作業姿勢分析. 日本人

間工学会第 66回大会. 2025年 5月 22

日 

2) 田中孝之, 日下聖, 野田紫音, 榎原毅, 

谷直道 . 職場の積極的腰痛対策  On 

the Job Exercise の提案. 産業保健人

間工学会第 30回大会. 2025年 11月 22

日 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 該当なし 

 

２．実用新案登録 

 該当なし 

 

３．その他 

 該当なし 

 

参考文献 

 なし 

 

 


